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障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく 
企業名公表について 

～障害者の雇用状況に改善が見られない１社を再公表します～ 
 
 
 

民間企業については、障害者雇入れ計画の適正実施勧告を行ったにもかかわらず、障害

者の雇用状況に改善が見られない場合、「障害者の雇用の促進等に関する法律」（以下「障

害者雇用促進法」）第47条に基づき企業名を公表することができるとされております。 

今般、令和５年３月に企業名の公表を行った５社のうち、下記の企業について、これまで

の一連の雇用率達成指導にもかかわらず、障害者の雇用状況に一定の改善がみられず、２

回目の雇入れ計画終期の令和５年12月31日現在においても、厚生労働省の基準を満たさ

なかったため、障害者雇用促進法第47条の規定に基づき企業名を公表（再公表）します。 

 

 株式会社ベリテ 

（本社：神奈川県横浜市、代表者：ジャベリ・アルパン・キルティクマール、 

宝飾品小売業） 

 

なお、令和４年12月31日に雇入れ計画を終了し、令和５年度に企業名公表を前提と

した特別指導を行った企業については、一定の改善が見られたことから公表すべき企

業はありませんでした。 

 

 

 

＜参考＞ 

障害者雇用促進法では、障害者の雇用を促進するため、民間企業に対し、常時雇用する従業

員の一定割合（令和５年度の民間企業の法定雇用率は2.3％）以上の障害者の雇用を義務付け

ています。法定雇用率を達成していない場合は、厚生労働大臣が「障害者雇入れ計画」の作成

命令（第46条第１項）や計画の適正実施の勧告（第46条第６項）を行い、勧告に従わない場合

は、企業名を公表できることになっています（第47条）。 

 



 

株式会社ベリテについて 
 
１ 企業概要 

 ○ 企 業 名  株式会社ベリテ 

○ 所 在 地  神奈川県横浜市神奈川区鶴屋町３－３３－８ 

○ 代表者名  ジャベリ・アルパン・キルティクマール 

○ 事業内容   宝飾品小売業 

 

２ 指導経過 
〔公表までの経緯〕 

令和２年４月１日 

 

法第46条第１項に基づき、横浜公共職業安定所

長から障害者雇入れ計画作成命令を発出 

令和２年４月１日～ 雇入れ計画の実施（計画期間 １年９ヶ月） 

令和３年２月５日 雇入れ計画の適正実施勧告を発出 

令和３年12月31日 雇入れ計画の期間満了 

令和４年４月～ 特別指導の対象企業に選定し、特別指導を開始 

（～令和４年12月） 

令和５年３月29日 企業名の公表 

〔再公表までの経緯〕 

令和４年３月９日 障害者雇入れ計画作成命令を再度発出 

令和４年４月１日～ 雇入れ再計画の実施（計画期間 １年９ヶ月） 

令和５年２月28日 雇入れ再計画の適正実施勧告を発出 

令和５年12月31日 雇入れ再計画の期間満了 

令和６年１月～ 現在に至るまで労働局、安定所による継続的な

指導を実施 

 

令和５年３月の企業名公表後、企業側においては令和５年度において障

害者向けの求人が提出され、若干数の採用が行われたが、障害者の雇用不

足数に見合う職域の拡大等が十分でないため、障害者の雇用が進まず、令

和６年１月１日現在の実雇用率が1.32％と低い水準にとどまっている。 

３ 障害者雇用状況の推移 

 基礎労働者数 障害者の数 実雇用率 不足数 

Ｒ１.6.1 437.0 2.0 0.46％ 7.0 

Ｒ２.6.1 430.5 3.0 0.70％ 6.0 

Ｒ３.6.1 479.5 4.0 0.83％ 7.0 

Ｒ４.6.1 480.5 4.0 0.83％ 7.0 

Ｒ５.6.1 447.0 5.0 1.12％ 5.0 

（注1）  障害者の数には、重度障害者のダブルカウント等が含まれている。 

（注2） 令和６年１月１日現在、障害者の数は6.0人、実雇用率1.32％、不

足数4.0人であり、依然として未達成である。 



※１

※２

※３

※４  適正実施勧告を発出した企業へ送付

令和２年９月～10月

今回の公表企業に係る雇用率達成指導の流れ図
（令和５年度の再公表を前提とした特別指導実施企業）

令和２年４月 雇入れ計画の実施

（令和２年４月～令和３年12月）

雇入れ計画作成命令

令和３年４月 適正実施勧告

（44社に対し実施）

令和５年３月 公 表

※５

（122社に対し発出）

令和３年４月 労働局長名の雇用勧奨状

令和３年12月末 雇入れ計画期間満了

令和４年４月

令和４年12月

特別指導
（9カ月間：令和４年４月～12月）

（再公表１社）

再  公  表

雇入れ再計画の実施

雇入れ再計画期間満了

令和４年４月 

令和５年12月末 

令和６年３月 

（法第47条）

（令和４年４月～令和５年12月）

適正実施勧告令和５年２月 

 平成30年の障害者不適切計上による公務部門におけ

る障害者採用により、影響が生じる可能性があった民

間企業への対策として、令和元年度においては、特例

的に「行政措置」の猶予を実施したことにより、本来

雇入れ計画の始期が令和２年１月１日となるところ、

雇入れ計画の始期が４月１日となったところです。 

 ４月を始期とする２年間の計画を作成するよう、公

共職業安定所長が命令を発出（法第46条第１項）

雇

入

れ

計

画

期

間

 計画の実施状況が悪い企業に対し、適正

な実施を勧告（計画の２年目）

（法第46条第６項）

雇

入

れ

再

計

画

期

間

 雇用状況の改善が特に遅れている企業に

対し、公表を前提とした特別指導を実施

（公表２社、公表猶予10社）

（法第47条）

安定所長名の雇用勧奨状

令和元年6月1日現在の雇用状況を
踏まえて、250社に対し発出
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公表（再公表）対象企業に対して令和５年度に実施した特別指導等の概要 
 
 

(1) 対象企業 

  下記①～③に該当する合計47社 

  ① 令和５年度の公表を前提としていた特別指導の対象である32社 

  ② 令和４年度に特別指導を実施した企業のうち、公表猶予とした10社 

    【令和４年度公表猶予企業】 

  ③ 令和５年３月29日に企業名公表を実施した５社【令和４年度公表企業】 

 

(2) 対象企業に対する指導の実施 
対象企業を管轄する公共職業安定所長から、対象企業に対し、障害者の雇用

に関する事業主の責務、障害者の雇用の現状、これまでの雇用率達成指導の経

緯等について十分説明の上、様々な雇用事例の提供や助言、求職情報の提供、

面接会への参加勧奨等を行いつつ、雇用義務を達成するよう指導・支援を継続

的に実施しました。これと併せて、必要に応じて都道府県労働局幹部による訪

問指導、厚生労働省に来省を求めての指導を実施しました。 

さらに、これらを踏まえて、都道府県労働局及び公共職業安定所においても、

引き続き指導・支援を行いました。 
 

(3) 公表基準 

令和６年１月１日現在において、実雇用率が令和４年の全国平均実雇用率

（2.25％）未満の場合（法定雇用障害者数が４人以下の企業については当該数

が３～４人で雇用障害者数が０人の場合）企業名を公表することとしています。 

なお、上記①の企業については、下記ア又はイのいずれかに該当する場合は、

初回の公表に限り公表を猶予することとしています。 
 

ア 直近の障害者雇用の取組の状況から、実雇用率が速やかに令和４年の全国

平均実雇用率（2.25％）以上、又は不足数が０人となることが見込まれるも

のであること。 

イ 特別指導期間終了後の１月１日から１年以内に特例子会社の設立を実現し、

かつ、実雇用率が令和４年の全国平均実雇用率（2.25％）以上、又は不足数

が０人となると判断できるものであること。 
 

(4) 指導の結果 

① 令和５年度の公表を前提としていた特別指導対象企業（32社）に対する指導

の結果、28社については、(3)の公表基準を上回る実雇用率の改善等が認め

られました。 
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また、残りの４社においては(3)のなお書きア又はイの公表猶予の基準を満

たしたため今回は公表を猶予することとしました。 

② 令和４年度に特別指導を実施した企業のうち公表猶予とした企業（10社）に

対する指導の結果、全ての企業について(3)の基準を上回る実雇用率の改善

が認められました。 

③ 令和５年３月29日に企業名公表を実施した企業（５社）に対する指導の結

果、４社については、(3)の公表基準を上回る実雇用率の改善等が認められ

ましたが、残りの１社については改善が認められなかったため、障害者雇用

促進法第47条の規定に基づき再公表することとしました。 

 

 (5) 今後の指導 

  公表企業及び公表を猶予した企業に対しては、今後も引き続き、法定雇用率達

成に向けた指導を実施します。 

  また、全国平均実雇用率以上等となったものの、法定雇用率を達成するまでに

は至っていない企業についても早急に達成するよう、引き続き指導を実施します。 

 
＜公表企業数の推移（単位：社）＞ 

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

企業数 ８ ０ ２ ０ ０ ０ １ ６ ５(３) １(１) 

  ※（ ）内は内数としての再公表企業数 
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公表（再公表）対象企業に対して令和５年度に実施した 
特別指導等の結果等 

 
（表１） 対象企業の状況 
  

規
模
別 

1,000人以上規模企業  12 社 

1,000人未満規模企業 35 社 

産

業

別 

建設業  １社 

製造業 ５社 

情報通信業 ４社 

運輸業、郵便業 １社 

卸売業、小売業 14 社 

金融業、保険業 １社 

不動産業、物品賃貸業 ３社 

学術研究、専門・技術サービス業 ０社 

宿泊業、飲食サービス業 ２社 

生活関連サービス業、娯楽業 ３社 

教育、学習支援業 １社 

医療、福祉 ４社 

複合サービス事業 １社 

サービス業（他に分類されないもの） ７社 

合    計 47 社 

 
(表２) 指導の結果 
  

雇用義務を達成した企業  28 社 

全国平均実雇用率を上回った企業  ６社 

法定雇用障害者数３～４人企業で障害者を

１人以上雇用したなど、公表基準に該当しな

かった企業 
８社 

実雇用率が速やかに全国平均実雇用率以上

又は、不足数が０人となることが見込まれる

もの。 
４社 

公表に至った企業 
 １社 

合    計 47 社 

 
※ 法定雇用率未達成の企業に対しては、引き続き法定雇用率達成に向けて指導を実施し

ます。 

（公表猶予） 
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(参考) 

 

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）（抄） 

（対象障害者の雇用に関する事業主の責務） 

第三十七条 全て事業主は、対象障害者の雇用に関し、社会連帯の理念に基づき、適当な雇用の

場を与える共同の責務を有するものであつて、進んで対象障害者の雇入れに努めなければなら

ない。 

２ この章、第八十六条第二号及び附則第三条から第六条までにおいて「対象障害者」とは、身

体障害者、知的障害者又は精神障害者（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十

五年法律第百二十三号）第四十五条第二項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受け

ているものに限る。第三節及び第七十九条第一項を除き、以下同じ。）をいう。 

 

 

 

（一般事業主の雇用義務等） 

第四十三条 事業主（常時雇用する労働者（以下単に「労働者」という。）を雇用する事業主を

いい、国及び地方公共団体を除く。次章及び第八十一条の二を除き、以下同じ。）は、厚生労

働省令で定める雇用関係の変動がある場合には、その雇用する対象障害者である労働者の数が、

その雇用する労働者の数に障害者雇用率を乗じて得た数（その数に一人未満の端数があるとき

は、その端数は、切り捨てる。第四十六条第一項において「法定雇用障害者数」という。）以

上であるようにしなければならない。 

２ 前項の障害者雇用率は、労働者（労働の意思及び能力を有するにもかかわらず、安定した職

業に就くことができない状態にある者を含む。第五十四条第三項において同じ。）の総数に対

する対象障害者である労働者（労働の意思及び能力を有するにもかかわらず、安定した職業に

就くことができない状態にある対象障害者を含む。第五十四条第三項において同じ。）の総数

の割合を基準として設定するものとし、少なくとも五年ごとに、当該割合の推移を勘案して政

令で定める。 

３～５ （略） 

 

（一般事業主の対象障害者の雇入れに関する計画） 

第四十六条 厚生労働大臣は、対象障害者の雇用を促進するため必要があると認める場合には、

その雇用する対象障害者である労働者の数が法定雇用障害者数未満である事業主（特定組合等

及び前条第一項の認定に係る特定事業主であるものを除く。以下この条及び次条において同

じ。）に対して、対象障害者である労働者の数がその法定雇用障害者数以上となるようにする

ため、厚生労働省令で定めるところにより、対象障害者の雇入れに関する計画の作成を命ずる

ことができる。 

２～４ （略） 

５ 厚生労働大臣は、第一項の計画が著しく不適当であると認めるときは、当該計画を作成した

事業主に対してその変更を勧告することができる。 
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６ 厚生労働大臣は、特に必要があると認めるときは、第一項の計画を作成した事業主に対して、

その適正な実施に関し、勧告をすることができる。 

 

（一般事業主についての公表） 

第四十七条 厚生労働大臣は、前条第一項の計画を作成した事業主が、正当な理由がなく、同条

第五項又は第六項の勧告に従わないときは、その旨を公表することができる。 

 

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令（昭和35年政令第292号）（抄） 

 

（障害者雇用率） 

第九条 法第四十三条第二項に規定する障害者雇用率は、百分の二・三とする。 
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